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5
年
前
、
政
府
が
地
方
創
生
の
目
標
と
し
て
掲
げ
た

「
2
0
2
0
年
ま
で
に
東
京
圏
の
人
口
流
入
超
ゼ
ロ
」
は
、

す
っ
か
り
外
れ
た
。
ゼ
ロ
に
向
か
う
ど
こ
ろ
か
、
流
入
超

の
大
幅
な
拡
大
で
あ
る
。
人
は
、
就
職
、
子
育
て
、
退
職

な
ど
、
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
の
節
目
で
居
住
地
を
変
え
る
。

中
で
も
最
大
の
転
機
は
就
職
期
で
あ
り
、
高
い
所
得
の
得

ら
れ
る
地
域
へ
の
移
動
が
進
む
。

　
地
方
創
生
は
、
U
I
J
タ
ー
ン
な
ど
の
移
住
促
進
と
雇

用
機
会
の
確
保
を
強
調
し
て
き
た
が
、
人
手
不
足
の
波
は

今
や
地
方
か
ら
都
市
部
に
及
ぶ
。
所
得
が
大
都
市
圏
並
み

に
な
ら
な
い
限
り
、
若
者
た
ち
を
地
元
に
と
ど
め
、
地
域

社
会
を
次
世
代
に
つ
な
ぐ
こ
と
は
難
し
い
。
重
要
な
の
は
、

仕
事
の
量
で
な
く
、
質
（
所
得
）
で
あ
る
。
地
方
は
、
ま

ず
も
っ
て
少
な
い
人
口
で
多
く
の
付
加
価
値
を
生
み
出
す

産
業
の
確
立
に
注
力
す
る
必
要
が
あ
る
。

人
口
移
動
と
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル

　
人
口
移
動
と
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
の
関
係
を
確
認
し
て

お
こ
う
（
表
1
）。
地
方
か
ら
大
都
市
へ
の
人
口
移
動
は
、

就
学
期
（
10
歳
代
後
半
）、
就
職
期
（
20
歳
代
）
が
最
大

と
な
る
。
こ
の
う
ち
就
学
期
に
は
実
家
に
近
い
大
学
や
短

大
が
選
ば
れ
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
が
、
こ
れ
も
就
職
期
に
な

る
と
、
東
京
圏
へ
の
移
動
が
一
段
と
活
発
に
な
る
。
高
い

所
得
を
得
ら
れ
る
就
職
機
会
が
東
京
圏
に
多
い
か
ら
だ
。

　
続
い
て
、
子
育
て
期
（
30
歳
代
の
一
部
お
よ
び
9
歳
以

下
）、
退
職
期
（
50
歳
代
、
60
歳
代
）
は
、
大
都
市
圏
か

ら
地
方
へ
の
逆
流
が
起
き
る
。
9
歳
以
下
に
地
方
へ
の
移

動
が
多
い
の
は
、
①
緑
の
多
い
地
域
で
子
ど
も
を
育
て
た

い
②
実
家
の
親
に
子
育
て
を
手
伝
っ
て
も
ら
い
た
い
─
─

と
い
う
子
育
て
世
帯
の
希
望
を
反
映
し
て
い
る
。
た
だ
し
、

子
育
て
世
帯
に
と
っ
て
大
事
な
の
は
、
や
は
り
移
転
先
に

十
分
な
所
得
の
得
ら
れ
る
就
業
機
会
が
あ
る
か
ど
う
か
だ
。

実
際
、
実
家
周
辺
へ
の
里
帰
り
で
な
く
、
大
都
市
周
辺
の

郊
外
地
域
へ
の
転
居
に
と
ど
ま
る
例
は
少
な
く
な
い
。

　
な
お
、
子
育
て
期
お
よ
び
退
職
期
の
地
方
へ
の
移
動
者

は
、
就
学
、
就
職
期
に
大
都
市
圏
に
移
動
し
た
数
の
せ
い

ぜ
い
1
〜
2
割
に
と
ど
ま
る
。
残
る
8
〜
9
割
は
、
退
職

後
も
大
都
市
圏
に
定
住
し
て
い
る
。
こ
れ
が
、
ラ
イ
フ
サ

イ
ク
ル
全
体
で
見
て
、
大
都
市
圏
が
人
口
流
入
超
と
な
る

理
由
で
あ
る
。

　
最
後
に
、
高
齢
層
で
は
再
び
大
都
市
へ
の
移
住
が
増
え

る
。
自
宅
管
理
の
負
担
が
重
く
な
る
こ
と
に
加
え
て
、
介

護
や
医
療
の
関
連
施
設
が
大
都
市
中
心
部
に
集
中
し
て
い

る
こ
と
が
大
き
い
。
た
だ
し
、
高
額
の
費
用
を
要
す
る
東

京
都
や
大
阪
府
へ
の
移
住
は
、
敬
遠
さ
れ
が
ち
で
あ
る
。

世
代
循
環
型
の
地
域
産
業
を

　
地
方
は
、
近
時
、
厳
し
い
人
手
不
足
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

人
口
の
流
出
が
加
速
し
て
い
る
。
こ
れ
は
全
国
的
な
労
働

需
給
の
逼ひ

っ
ぱ
く迫

の
下
で
、
地
方
・
大
都
市
間
に
依
然
所
得
格

差
が
あ
る
か
ら
だ
。
以
下
で
は
、
専
業
従
事
者
1
人
当
た

り
の
付
加
価
値
額
か
ら
、
所
得
格
差
の
実
態
を
確
認
し
て

み
よ
う
（
表
2
）。
付
加
価
値
額
と
は
企
業
の
稼
ぐ
力
を

示
し
、
従
業
員
へ
の
給
与
の
源
泉
と
な
る
。

山
本
謙
三

オ
フ
ィ
ス
金
融
経
済
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
代
表

や
ま
も
と
・
け
ん
ぞ
う
　
1
9
5
4
年
福

岡
県
生
ま
れ
。1
9
7
6
年
3
月
東
京
大

教
養
学
部
卒
。同
年
4
月
日
本
銀
行
入
行
。

米
州
統
括
役
兼
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
事
務
所
長
、

決
済
機
構
局
長
、金
融
機
構
局
長
な
ど
を

経
て
2
0
0
8
年
5
月
理
事
。2
0
1
2

年
6
月（
株
）エ
ヌ
・
テ
ィ
・
テ
ィ
・
デ
ー

タ
経
営
研
究
所
取
締
役
会
長
。2
0
1
8

年
6
月
か
ら
現
職
。

　

地
方
創
生
は「
所
得
格
差
」の
解
消
か
ら

〜
世
代
循
環
型
の
地
域
産
業
を
〜

デ
ー
タ
で
見
る
地
方
の
人
口
流
出
問
題
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2
0
1
5
年
中
の
中
核
4
域
7
都
府
県
の
1
人
当
た
り

付
加
価
値
額
は
、
全
産
業
平
均
で
6
0
9
万
円
だ
っ
た
。

こ
れ
を
地
方
圏
の
産
業
と
比
べ
る
と
、
約
6
割
の
産
業

（
従
業
員
シ
ェ
ア
）
は
そ
の
4
分
の
3
の
水
準
に
も
満
た

な
い
。
こ
れ
で
は
、
若
者
た
ち
を
地
方
に
と
ど
め
る
こ
と

は
難
し
い
。

　
さ
ら
に
深
刻
な
の
は
、
地
方
に
圧
倒
的
な
競
争
優
位
性

の
あ
る
は
ず
の
産
業
も
、
付
加
価
値
額
が
低
い
こ
と
だ
。

例
え
ば
、
農
林
水
産
業
の
同
付
加
価
値
額
は
、
中
核
4
域

の
方
が
地
方
圏
よ
り
も
高
い
。「
農
業
経
営
統
計
調
査
：

個
別
経
営
」（
農
林
水
産
省
）
に
よ
れ
ば
、
稲
作
を
主
体

と
す
る
農
家
（
水
田
作
経
営
）
の
総
所
得
の
内
訳
は
、
年

金
等
が
5
割
、
農
外
収
入
が
4
割
を
占
め
、
農
業
収
入
は

1
割
に
と
ど
ま
る
。
担
い
手
の
中
心
が
高
齢
者
か
兼
業
農

家
で
あ
る
こ
と
を
意
味
し
、
生
産
性
の
低
さ
は
否
め
な
い
。

減
反
関
連
の
補
助
金
が
長
期
に
わ
た
り
供
与
さ
れ
た
こ
と

な
ど
も
あ
っ
て
、
一
定
の
所
得
は
保
証
さ
れ
る
が
、
親
子

二
代
の
生
活
を
営
む
に
は
不
足
す
る
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
が

定
着
し
て
し
ま
っ
た
と
い
う
こ
と
だ
ろ
う
。
こ
れ
で
は
、

世
代
を
超
え
て
経
営
と
技
術
を
受
け
継
ぐ
産
業
に
は
な
り

に
く
い
。

　
も
し
他
の
産
業
と
同
様
に
、
競
争
的
な
ビ
ジ
ネ
ス
環
境

に
あ
れ
ば
、
付
加
価
値
の
高
い
穀
物
へ
の
転
換
や
農
地
の

大
規
模
化
が
急
が
れ
た
こ
と
だ
ろ
う
。
所
得
の
向
上
に
つ

れ
て
、
次
世
代
の
参
入
も
進
ん
だ
だ
ろ
う
。
世
代
循
環
型

の
産
業
と
は
、
そ
う
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
い
う
。

　
観
光
関
連
に
も
懸
念
が
あ
る
。
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
（
訪
日

外
国
人
旅
行
者
）
の
増
加
は
、
新
幹
線
や
化
粧
品
な
ど
競

争
力
の
あ
る
産

業
に
多
く
の
利

益
を
も
た
ら
し

た
。
だ
が
、
地

方
の
主
力
産
業

で
あ
る
宿
泊
業

や
飲
食
サ
ー
ビ

ス
業
は
、
付
加

価
値
も
賃
金
も

極
め
て
低
い
業

種
だ
。
こ
の
ま

ま
で
は
、
人
手

不
足
に
拍
車
が

掛
か
る
ば
か
り

で
、
若
者
た
ち

の
流
出
に
は
歯

止
め
が
か
か
ら

な
い
。
地
方
の

観
光
業
が
世
代

循
環
型
の
ビ
ジ

ネ
ス
モ
デ
ル
と

な
る
に
は
、
サ

ー
ビ
ス
の
差
別

化
を
進
め
、
料

金
を
引
き
上
げ

る
こ
と
が
不
可

欠
と
な
る
。

　
他
方
、
最
近

表2　地域別、産業別の事業従事者1人当たり付加価値額

100.0

609

100.0

470

0.2

350

1.1

338

5.7

688

7.4

507

13.5

718

19.4

623

5.0

1,046

1.2

716

21.7

629

20.4

454

8.8

225

8.6

207

11.7

223

14.2

391

出典：総務省「平成28年経済センサスー活動調査」を基に筆者作成

（注1）中核4域7都府県は、東京圏4都県、大阪府、愛知県、福岡県。地方圏40道府県は、その他の道府県。
（注2）中核4域7都府県の医療、福祉の1人当たり付加価値額が低いのは、東京都でマイナスの付加価値が計上されているため。

特殊要因によるものとみられる。

農林水産
業（除く
個人経
営）

全産業 建設業 製造業 情報通信
業

宿泊業、
飲食サー
ビス業

医療、
福祉

卸売業、
小売業

中核4域
7都府県

地方圏
40道府県

（参考）中核4域内の産業別従
事者数構成比（％）

従事者1人当たり付加価値額

従事者1人当たり付加価値額

（参考）地方圏内の産業別従
事者数構成比（％）

（万円）

表1　地域別、年齢層別人口転入超数（2014～18年）
（人、外国人移動者を含む）

三大都市圏（11都府県）

　　　　　うち東京都

非三大都市圏（36道県）

　　　　合計

-12,971

-18,629

12,971

0

167,880

86,817

-167,880

0

431,416

347,100

-431,416

0

7,294

9,922

-7,294

0

13,348

8,163

-13,348

0

-10,623

-4,870

10,623

0

-38,533

-22,054

38,533

0

-4,816

-9,148

4,816

0

9,779

-6,629

-9,779

0

3,113

-3,115

-3,113

0

0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80～89歳 90歳以上

出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」を基に筆者作成
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は
、
情
報
関
連
の
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
が
地
方
に
拠
点
を
置

く
例
が
見
ら
れ
る
。
付
加
価
値
の
高
い
産
業
だ
け
に
、
世

代
を
超
え
た
地
域
づ
く
り
へ
の
貢
献
が
期
待
さ
れ
る
。
た

だ
し
、
情
報
通
信
業
は
、
も
と
も
と
東
京
一
極
集
中
の
典

型
的
な
産
業
だ
。
大
型
の
シ
ス
テ
ム
開
発
は
、
法
人
顧
客

に
近
接
す
る
大
都
市
地
域
で
の
立
地
が
好
ま
れ
る
。
地
方

に
拠
点
を
置
く
の
は
、
ゲ
ー
ム
ソ
フ
ト
や
法
人
向
け
ア
プ

リ
な
ど
、
単
体
で
開
発
が
完
結
す
る
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
が

中
心
で
あ
り
、
雇
用
の
人
数
に
は
限
り
が
あ
る
。

　
な
ら
ば
、
地
域
経
済
の
コ
ア
と
な
る
の
は
、
や
は
り
地

方
の
豊
か
な
自
然
資
源
を
有
効
に
活
用
す
る
産
業
と
な
る

だ
ろ
う
。
製
造
業
、
観
光
関
連
、
農
林
水
産
業
な
ど
が
こ

れ
に
当
た
る
。
こ
の
う
ち
製
造
業
は
、
こ
れ
ま
で
も
高
い

付
加
価
値
を
生
み
出
し
、
地
方
経
済
を
リ
ー
ド
し
て
き

た
。
今
後
、
途
上
国
と
の
競
争
激
化
や
自
動
化
の
進
展
か

ら
、
雇
用
の
人
数
が
大
き
く
増
え
る
こ
と
は
考
え
に
く
い

が
、
日
本
の
人
口
は
も
と
も
と
大
幅
な
減
少
が
避
け
ら
れ

な
い
。
北
九
州
市
の
よ
う
に
先
端
技
術
を
多
く
抱
え
る
地

域
は
、
今
後
人
口
を
減
ら
し
な
が
ら
も
、
世
代
循
環
型
の

産
業
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
を
維
持
し
て
い
く
だ
ろ
う
。

　
人
口
移
動
の
変
化
は
、
時
間
の
か
か
る
プ
ロ
セ
ス
だ
。

地
方
に
必
要
な
の
は
、
一
足
飛
び
の
将
来
ビ
ジ
ョ
ン
で
な

く
、
次
世
代
に
地
域
社
会
を
つ
な
ぐ
た
め
の
地
道
な
取
り

組
み
で
あ
る
。「
所
得
格
差
の
解
消
」
と
い
う
原
点
に
立

ち
返
り
、
地
域
産
業
の
生
産
性
向
上
に
注
力
す
る
こ
と
が

何
よ
り
も
重
要
で
あ
る
。


